
証券コード　5757

平成28年６月８日

株 主 各 位
富山県高岡市守護町二丁目12番１号

代表取締役社長 釣 谷 宏 行

平成27年度定時株主総会招集ご通知
拝啓　日頃より格別のご高配を賜り厚く御礼申し上げます。
　さて、当社平成27年度定時株主総会を下記により開催いたしますの
で、ご出席くださいますようご通知申し上げます。
　なお、当日ご出席願えない場合は、書面によって議決権を行使することができ
ますので、お手数ながら後記の株主総会参考書類をご検討のうえ、同封の議決権
行使書用紙に議案に対する賛否をご表示いただき、平成28年６月22日（水曜日）
午後５時までに到着するようご返送くださいますようお願い申し上げます。

敬　具
記

１．日 時 平成28年６月23日（木曜日）午前10時
２．場 所 富山県高岡市守護町二丁目12番１号

株式会社ＣＫサンエツ　本社事務所棟　３階　大会議室
３．目 的 事 項

報 告 事 項 １．平成27年度（平成27年４月１日から平成28年３月31日まで）
事業報告、連結計算書類ならびに会計監査人及び監査役会
の連結計算書類監査結果報告の件

２．平成27年度（平成27年４月１日から平成28年３月31日まで）
計算書類報告の件

決 議 事 項
第１号議案 剰余金処分の件
第２号議案 定款一部変更の件
第３号議案
第４号議案
第５号議案

第６号議案

取締役（監査等委員である取締役を除く）７名選任の件
監査等委員である取締役４名選任の件
取締役（監査等委員である取締役を除く）及び監査等委員で
ある取締役の報酬等の額決定の件
取締役及び執行役員に対する業績連動型株式報酬等の額及び
内容の決定の件

以　上

　当日ご出席の際は、お手数ながら同封の議決権行使書用紙を会場受付にご提出
くださいますようお願い申し上げます。
　なお、株主総会参考書類ならびに事業報告、計算書類及び連結計算書類に修正
が生じた場合は、インターネット上の当社ウェブサイト（アドレス　
http://www.cksanetu.co.jp）に掲載させていただきます。
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（提供書面）

事　 業　 報　 告

(平成27年４月１日から
平成28年３月31日まで)

１．企業集団の現況
(1) 当事業年度の事業の状況

①　事業の経過及び成果

　当連結会計年度における世界経済は、中国など新興国の景気不振と、それ

に伴う資源安の状況にありました。また、わが国経済は、個人消費や企業の

設備投資が伸び悩みました。当社グループの主要原材料である銅の相場価

格は、平成27年６月以降下落し続けました。

　このような経営環境のもと、当社グループ（当社及び連結子会社）は、収

益構造の改善に、次の通り注力しました。

(ⅰ)連結子会社日本伸銅株式会社は、経営効率を向上するため、大阪黄銅株

式会社と合併しました。

(ⅱ)当社100％連結子会社であるサンエツ金属株式会社と、同じく連結子会

社日本伸銅株式会社は、生産品種の棲み分けによる最適分業体制を構築

するため、日本伸銅株式会社の伸銅事業の一部である電子素材事業をサ

ンエツ金属株式会社へ譲渡し、日本伸銅堺工場のめっき線製造設備を、

サンエツ金属高岡工場へ移設しました。

(ⅲ)当社100％連結子会社であるサンエツ金属株式会社は、日本伸銅堺工場

からサンエツ金属高岡工場へ異動する社員を受け入れるため、サンエツ

金属高岡工場の敷地内に社員寮36室を新築しました。

(ⅳ)連結子会社日本伸銅株式会社は、堺工場で当社100％連結子会社である

サンエツ金属株式会社からＯＥＭ受注した伸銅品の生産を開始しました。

(ⅴ)当社100％連結子会社であるサンエツ金属株式会社は、将来の工場建設

に備えて、富山県砺波市にある本社・工場の隣接地約３万平方メートル

を購入しました。

(ⅵ)当社100％連結子会社であるサンエツ金属株式会社は、砺波第３工場と

して連続鋳造棒の生産設備２ラインを立ち上げ、サンプル出荷を開始し

ました。

－ 2 －

事業の状況、直前３事業年度の財産及び損益の状況



　この結果、当連結会計年度の業績は、前期末に、日本伸銅株式会社を連結

子会社化したため、売上高は685億６百万円（前期比11.0％増加）となった

ものの、営業利益は銅相場が下落し、原料相場差損が発生したため、18億16

百万円（前期比23.3％減少）となりました。一方、経常利益は原料相場の変

動に備えたリスクヘッジのためのデリバティブ取引で、デリバティブ利益６

億55百万円（前期はデリバティブ損失１億68百万円）を計上したことや、貸

倒引当金の戻入益を計上したため、28億36百万円（前期比14.4％増加）とな

りました。

　親会社株主に帰属する当期純利益は、前期は日本伸銅株式会社の株式公開

買付けによる連結子会社化により負ののれん発生益などを計上していまし

たが、当連結会計年度では親会社株主に帰属する当期純利益に対して大きく

影響を与える項目はなかったため、19億14百万円（前期比5.8％減少）とな

りました。

　配当金につきましては、１株当たり12円（中間配当６円、期末配当６円）

とさせていただきたく存じます。

　各セグメントの業績は、次のとおりであります。

伸銅

　伸銅事業では、販売量は９万8,804トン（前期比22.7％増加）、売上高は

572億59百万円（同14.9％増加）となりましたが、銅相場が下落し、原料相

場差損が発生したため、セグメント損益は12億38百万円（同45.3％減少）

のセグメント利益となりました。

精密部品

　精密部品事業では、売上高は36億54百万円（前期比11.1％減少）となり

ましたが、銅相場が下落し、原料相場差損が発生したため、セグメント損

益は37百万円のセグメント損失（前期はセグメント利益11百万円）となり

ました。

配管・鍍金

　配管・鍍金事業では、売上高は75億92百万円（前期比2.4％減少）とな

り、セグメント損益は配管機器の定価表を改定したこともあり４億71百万

円のセグメント利益（同4,996.7％増加）となりました。

②　設備投資の状況

　　設備投資の総額は21億94百万円でした。その主なものは、サンエツ金属

株式会社高岡工場内に移設した日本伸銅めっき線設備に付随する改造工

事、同高岡工場内の社員寮新築工事、同砺波工場に隣接する土地の取得、

同砺波工場に設置した連続鋳造設備などであります。
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③　資金調達の状況

　　該当事項はありません。

④　事業の譲渡、吸収分割または新設分割の状況

　　該当事項はありません。

⑤　他の会社の事業の譲受けの状況

　　該当事項はありません。

⑥　吸収合併または吸収分割による他の法人等の事業に関する権利義務の

承継の状況

　　該当事項はありません。

⑦　他の会社の株式その他の持分または新株予約権等の取得または処分の

　　状況

　　該当事項はありません。

(2) 直前３事業年度の財産及び損益の状況

企業集団の財産及び損益の状況

区 分
平成24年度

(Ｈ24.4～Ｈ25.3)
平成25年度

(Ｈ25.4～Ｈ26.3)
平成26年度

(Ｈ26.4～Ｈ27.3)

平成27年度
(当連結会計年度)
(Ｈ27.4～Ｈ28.3)

売 上 高 (百万円) 48,111 57,652 61,703 68,506

経 常 利 益 (百万円) 2,591 2,988 2,477 2,836

親会社株主に帰属する
当 期 純 利 益

(百万円) 2,046 1,846 2,032 1,914

１株当たり当期純利益 (円) 305.50 265.32 287.10 254.16

純 資 産 (百万円) 17,089 19,245 24,106 26,928

総 資 産 (百万円) 34,351 37,700 50,947 46,555
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(3) 重要な親会社及び子会社の状況

重要な子会社の状況

会 社 名 資 本 金 議 決 権 比 率 主 要 な 事 業 内 容

サ ン エ ツ 金 属 株 式 会 社 301百万円 100.00％ 伸 銅 ・ 精 密 部 品

シ ー ケ ー 金 属 株 式 会 社 176 67.03 配 管 ・ 鍍 金

日 本 伸 銅 株 式 会 社 1,595 50.11 伸 銅

大連保税区三越金属産業有限公司 20 100.00 伸 銅 （ 販 売 ）

三 越 金 属 （ 上 海 ） 有 限 公 司 23 100.00 伸 銅 （ 販 売 ）

（注）当事業年度の末日における特定完全子会社の状況は、次のとおりであり

ます。

特定完全子会社の名称 サンエツ金属株式会社

特定完全子会社の住所 富山県砺波市太田1892番地

当社及び当社の完全子会社における特定

完全子会社の株式の帳簿価額の合計額
6,419百万円

当社の総資産額 15,836百万円

(4) 対処すべき課題

　伸銅事業では、新素材の開発と、特殊材の品揃えに注力し、スケールメ

リットを追求するだけでなく、トップシェアにふさわしいブランドイメー

ジの定着による差別優位化を目指します。また、当社100％連結子会社であ

るサンエツ金属株式会社と連結子会社日本伸銅株式会社とのシナジーを追

求します。

　配管・鍍金事業では、株式会社リケンと配管機器の開発・生産拠点を統

合した相乗効果を追求し、また、溶融亜鉛鍍金における新技術を開発・実

用化することで差別優位化を推進します。

(5) 主要な事業内容（平成28年３月31日現在）

　　伸銅事業、精密部品事業、配管・鍍金事業を主たる事業としております。
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(6) 主要な営業所及び工場（平成28年３月31日現在）

①　当社

・本店 富山県高岡市守護町二丁目12番1号

②　子会社

　（国内）

サンエツ金属株式会社

・本店 富山県砺波市太田1892番地

・工場 高岡市・砺波市・茨城県石岡市

・支店 東京・大阪・名古屋

シーケー金属株式会社

・本店 富山県高岡市守護町二丁目12番１号

・工場 高岡市

・支店 東京・大阪・名古屋

・営業所 北海道・仙台・広島・福岡・北陸（高岡市）

株式会社リケンＣＫＪＶ

・本店 富山県高岡市守護町二丁目12番１号

・工場 高岡市

日本伸銅株式会社

・本店 大阪府堺市堺区匠町20番地１

・工場 堺市

・支店 東京・大阪

　　　（海外）

大連保税区三越金属産業有限公司 中国大連市

三越金属（上海）有限公司 中国上海市

三越金属（上海）有限公司深圳分公司

台湾三越股份有限公司

中国深圳市

台湾台北市
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(7) 使用人の状況（平成28年３月31日現在）

企業集団の使用人の状況

事　業　区　分 使　用　人　数 前連結会計年度末比増減

伸 銅 事 業 504名 28名減

精 密 部 品 事 業   77 2名増

配 管 ・ 鍍 金 事 業   304 9名減

合 計 885 35名減

(8) 主要な借入先の状況（平成28年３月31日現在）

借 入 先 借 入 額

株 式 会 社 北 陸 銀 行 2,360百万円

三 井 住 友 信 託 銀 行 株 式 会 社 1,900

株 式 会 社 富 山 銀 行 1,250

(9) その他企業集団の現況に関する重要な事項

　該当事項はありません。
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２．会社の現況

(1) 株式の状況（平成28年３月31日現在）

①　発行可能株式総数 29,600,000株

②　発行済株式の総数 8,867,000株

③　株主数 1,011名

④　大株主（上位10名、持株数千株未満切り捨て）

株 主 名 持 株 数 持 株 比 率

ＣＫサンエツ取引先持株会 934千株 11.77％

ＣＫサンエツ従業員持株会 847千株 10.68％

株式会社北陸銀行 370千株 4.66％

株式会社北國銀行 330千株 4.16％

株式会社ツリヤ経営 277千株 3.49％

釣谷　圭介 251千株 3.17％

東泉産業株式会社 193千株 2.43％

株式会社リケン 152千株 1.91％

株式会社福井銀行 150千株 1.89％

冨源商事株式会社 139千株 1.76％

（注）１．当社は、自己株式928千株を保有しております。

     ２．持株比率については、自己株式を控除した発行済株式総数により算出しております。

(2) 新株予約権等の状況

　該当事項はありません。
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(3) 会社役員の状況

①　取締役及び監査役の状況（平成28年３月31日現在）

会社における地位 氏 名 担 当 及 び 重 要 な 兼 職 の 状 況

代 表 取 締 役 社 長 釣 谷 宏 行

サンエツ金属株式会社代表取締役社長
シーケー金属株式会社代表取締役社長
株式会社リケンＣＫＪＶ代表取締役社長
日本伸銅株式会社代表取締役会長

専 務 取 締 役 釣 谷 伸 行
営業統括部長
三越金属（上海）有限公司董事長

常 務 取 締 役 大 橋 一 善 技術・品質管理部長

常 務 取 締 役 森 山 悦 郎 生産・設備管理部長

取 締 役 松 井 大 輔 管理統括部長

取 締 役 桝 田 和 彦
株式会社ＵＡＣＪ相談役
積水樹脂株式会社社外取締役
ＴＯＴＯ株式会社社外取締役

常 勤 監 査 役 井 　 波 　 栄 三 郎

監 査 役 渡 　 信 行

監 査 役 伊 勢 正 幸

（注）１．取締役桝田和彦氏は、社外取締役であります。

２．監査役渡信行氏及び監査役伊勢正幸氏は、社外監査役であります。

３．当社は桝田和彦氏、渡信行氏及び伊勢正幸氏を名古屋証券取引所の定めに基づく独立

役員として指定し、同取引所に届け出ております。

②　取締役及び監査役に支払った報酬等の総額

区 分 員 数 報酬等の総額

取 締 役 6名 83百万円

（ う ち 社 外 取 締 役 ） （1名） (1百万円)

監 査 役 4名 7百万円

（ う ち 社 外 監 査 役 ） （3名） (2百万円)

合 計 10名 90百万円

（ う ち 社 外 役 員 ） （4名） (3百万円)

（注）１．取締役の支給額には、使用人兼務取締役の使用人分給与は含まれておりません。

２．取締役の報酬限度額は、平成12年６月29日開催の定時株主総会において年額200百万円

以内（ただし、使用人分給与は含まない。）と決議いただいております。

３．監査役の報酬限度額は、平成３年６月28日開催の定時株主総会において年額15百万円

以内と決議いただいております。
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③　社外役員に関する事項

イ）他の法人等との重要な兼職の状況及び当社と当該他の法人等との関係

・取締役桝田和彦氏は、株式会社ＵＡＣＪの相談役であり、積水樹脂株

式会社及びＴＯＴＯ株式会社の社外取締役であります。当社と各社と

の間には特別な関係はありません。

ロ）当事業年度における主な活動状況

・取締役会及び監査役会への出席状況

取締役会（ 1 0回開催） 監査役会（９回開催）

出 席 回 数 出 席 回 数

取 締 役 桝 田 和 彦 10回 －

監 査 役 渡 　 信 行 10回 9回

監 査 役 伊 勢 正 幸 10回 9回

・取締役会における発言状況

取締役桝田和彦氏は、株式会社ＵＡＣＪ相談役の見識をもって、助言・

提言しております。

監査役渡信行氏及び監査役伊勢正幸氏は、長年の経営経験をもって、

助言・提言しております。

・監査役会における発言状況

監査役渡信行氏及び監査役伊勢正幸氏は、長年の経営経験に基づき意

見を述べております。

ハ）社外役員が子会社から受けた役員報酬等の総額

　　当事業年度において、社外取締役及び社外監査役が、役員を兼任する

子会社から、役員として受けた報酬等の総額は３百万円であります。

ニ）責任限定契約の内容の概要

　該当事項はありません。
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(4) 会計監査人の状況

①　名称　　　　　　　　　　新日本有限責任監査法人

②　報酬等の額

支 払 額

当事業年度に係る会計監査人の報酬等の額 16百万円

当社及び子会社が会計監査人に支払うべき金銭その他の
財産上の利益の合計額

32百万円

（注）１．当社と会計監査人との間の監査契約において、会社法に基づく監査と金融商品取引法

に基づく監査の監査報酬等の額を明確に区分しておらず、実質的にも区分できません

ので、当事業年度に係る会計監査人の報酬等の額にはこれらの合計額を記載しており

ます。

２．当社監査役会は、会計監査人から説明を受けた当事業年度の会計監査計画の監査項目

別監査時間、人員配置など内容の妥当性及び適切性、過年度の監査計画及び実績の状

況並びに他社の会計監査人の報酬等の状況について確認し、当事業年度の報酬額の見

積りの妥当性を検討した結果、会計監査人の報酬等の額について同意いたしました。

３．当社の重要な子会社のうち、海外子会社については、当社の会計監査人以外の監査法

人（外国におけるこれらの資格に相当する資格を有するものを含む。）の監査を受け

ております。

③　会計監査人の解任または不再任の決定の方針

　監査役会は、会計監査人が会社法第340条第１項各号に定める項目に該当

すると認められる場合は、監査役全員の同意に基づき監査役会が、会計監

査人を解任いたします。この場合、監査役会が選定した監査役は、解任後

最初に招集される株主総会におきまして、会計監査人を解任した旨と解任

の理由を報告いたします。

　また、監査役会は、上記の解任事由に該当しない場合であっても、会計

監査人の監査品質、品質管理、独立性及び総合的能力等の観点から会計監

査人の職務の執行に支障がある場合等、その必要があると判断した場合は、

会計監査人の解任または不再任に関する議案の内容を決定し、当該議案を

決議するための株主総会の招集の決定を取締役会に要請いたします。

④　責任限定契約の内容の概要

　当社と会計監査人新日本有限責任監査法人は、会社法第427条第１項の規

定に基づき、同法第423条第１項の損害賠償責任を限定する契約を締結して

おります。当該契約に基づく損害賠償責任の限度額は、報酬等の事業年度
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ごとの合計額のうち最も高い額に２を乗じた額としております。

(5)　会計監査人の業務停止処分

　会計監査人が過去２年間に受けた業務停止処分

金融庁が平成27年12月22日付で発表した業務停止処分の内容

①　処分対象

　　新日本有限責任監査法人

②　処分内容

　　平成28年１月１日から平成28年３月31日までの３か月間の契

約の新規の締結に関する業務の停止

③　処分理由

　　・社員の過失による虚偽表明

　　・監査法人の運営が著しく不当

(6) 業務の適正を確保するための体制及び当該体制の運用状況

　取締役の職務の執行が法令及び定款に適合することを確保するための体制

その他会社の業務の適正を確保するための体制についての決定内容の概要は

以下のとおりであります。

①　当社及び子会社の取締役及び使用人の職務の執行が法令及び定款に適合

することを確保するための体制

イ）取締役及び使用人の職務の執行が法令及び定款に適合し、かつ社会的

責任を果たすため、コンプライアンス基本方針を定め、それを全ての

取締役及び使用人に周知徹底させる。

ロ）監査・規格管理部を設置する。監査・規格管理部は、財務報告に係る

内部統制を構築し、その体制の整備・運用状況を評価するとともに、

維持・改善を図る。

ハ）取締役及び使用人に対し、マニュアルの作成・配付を行うこと等によ

り、取締役及び使用人に対し、コンプライアンスの知識を高め、コン

プライアンスを尊重する意識を醸成する。

②　取締役の職務の執行に係る情報の保存及び管理に関する体制

　取締役の意思決定又は取締役に対する報告に関しては、取締役会規則等

に基づき適切に保存及び管理するとともに当社の取締役及び監査役が常時

閲覧できるものとする。
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③　当社及び子会社の損失の危険の管理に関する規程その他の体制

　当社はリスク管理責任者を定めリスク管理体制を構築する。リスク管理

責任者は当社及び重要な子会社の各部門とともに潜在するリスクの抽出、

評価を行い対応策を検討し実行する。

④　当社及び子会社の取締役の職務の執行が効率的に行われることを確保す

るための体制

　当社及び子会社は経営会議等を設置し、重要案件については取締役、関

連部門責任者等が事前に審議を行うことで取締役の迅速かつ適正な意思決

定を促進する。

⑤　当社及び子会社における業務の適正を確保するための体制

イ）当社はコンプライアンス基本方針を定め、当社及び子会社のコンプラ

イアンス体制の構築に努める。

ロ）当社の子会社の取締役及び使用人は、親会社の経営会議等に出席し、

職務の執行に係る事項を報告する。

ハ）当社は子会社管理規程を定め、子会社の状況に応じて必要な管理を行

う。

ニ）当社はグループ内取引の公正性を保持するため、グループ内取引規程

を策定し運用する。

⑥　監査役会がその職務を補助すべき使用人を置くことを求めた場合におけ

る当該使用人に関する体制

　監査役会が必要とした場合、管理統括部門は監査役を補助すべき使用人

として、必要な人員を配置する。

⑦　前号の使用人の取締役からの独立性に関する事項

　監査役の職務を補助すべき使用人の人事異動、人事評価、懲戒に関して

は、監査役会の事前の同意を得るものとし、その使用人の取締役からの独

立性を確保する。

⑧　監査役の⑥の使用人に対する指示の実効性の確保に関する事項

　監査役の職務を補助すべき使用人は、その職務にあたっては監査役の指

示にのみ従うものとする。
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⑨　当社の取締役及び使用人、並びに子会社の取締役、監査役及び使用人又

はこれらの者から報告を受けた者が監査役に報告をするための体制

イ）当社の取締役及び使用人並びに子会社の取締役、監査役及び使用人又

はこれらの者から報告を受けた者は、当社又は子会社に重大な損害を

与える事実が発生し又は発生する恐れがあるとき、当社又は子会社の

取締役及び使用人による重大な違反又は不正行為を発見したとき、そ

の他監査役会が報告すべきものと定めた事項が生じたときは、直ちに

当社の監査役に報告する。

ロ）当社及び子会社は、当社の監査役への適切な通報体制を確保するもの

とする。

ハ）当社の監査役は必要に応じて当社の取締役及び使用人、並びに子会社

の取締役、監査役及び使用人に対して直接説明を求めることができる。

ニ）上記イ）からハ）の報告をした者に対して、当該報告をしたことを理

由として、いかなる不利益な扱いをしてはならないものとし、適切に

運用するものとする。

⑩　当社の監査役の職務の執行について生じる費用の前払又は償還の手続そ

の他の当該職務の執行について生じる費用又は債務の処理に係る方針に

関する事項

　監査役の職務の執行について生じる費用又は債務の処理については、当

該請求に係る費用又は債務が当該監査役の職務の執行に必要でないことを

証明した場合を除き、これに応じるものとする。

⑪　その他当社の監査役の監査が実効的に行われることを確保するための体

制

イ）当社及び子会社の取締役及び使用人の監査役監査に対する理解を深め、

監査役監査の環境を整備するよう努める。

ロ）代表取締役との定期的な意見交換会を開催し、適切な意思疎通及び効

果的な監査業務の遂行を図る。

　上記業務の適正を確保するための体制の運用状況の概要は以下のとおりで

あります。

①　職務執行の適正性および効率性の向上

　当事業年度は10回の取締役会を開催し、経営方針及び経営戦略に係る重

要事項の決定並びに各取締役の業務執行状況の監督を行いました。また、
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取締役会の監督機能及び経営体制の一層の強化を図るため、平成27年度定

時株主総会にて監査等委員会設置会社への移行の承認をお願いしておりま

す。

②　当社及び子会社における業務の適正性の確保

　当社の取締役が子会社の役員に就任し、子会社の取締役等の職務の執行

が効率的に行われていることを監督しております。また、監査・規格管理

部が内部監査計画に基づき、当社及び子会社の内部監査を実施しており、

これを確保する体制を整備しております。

③　監査役の監査が実効的に行われることの確保

　当事業年度は監査役会を９回開催し、社外監査役を含む監査役は、監査

に関する重要な報告を受け、協議、決議を行っております。また、監査役

は当社及び主要な子会社の取締役会に出席するほか、代表取締役、会計監

査人及び監査・規格管理部との間で定期的に情報交換等を行うことで、取

締役の職務執行の監査、内部統制の整備及び運用状況を確認しております。

(7) 当社の財務および事業の方針の決定を支配する者の在り方に関する基本方

針

①　会社の支配に関する基本方針

当社は、当社の財務および事業の方針の決定を支配する者は、当社の経

営理念や当社企業価値の様々な源泉、当社を支えるステークホルダーとの

信頼関係を十分に理解し、当社の企業価値ひいては株主共同の利益を確保、

向上させる者でなければならないと考えております。

　一方、当社の株式は上場株式であることから、当社の株主は、市場での

自由な取引を通じて決まるものであるとともに、会社の財務および事業の

方針の決定を支配する者も株主の皆様の意思に基づき決定されるべきもの

と考えており、また、当社の支配権の移転を伴う大規模な買付行為や買付

提案がなされた場合にこれに応ずるか否かの判断も最終的には株主の皆様

全体の意思に基づき行われるべきものと考えております。

しかしながら、このような株式の大規模な買付行為や買付提案の中に

は、その目的等から見て企業価値ひいては株主共同の利益に対して明白な

侵害をもたらすおそれのあるもの、株主に株式の売却を事実上強要するお

それのあるもの、対象会社の株主や取締役会が買付や買収提案の内容等に

ついて検討し、あるいは対象会社の取締役会が代替案を提示するために合
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理的に必要十分な時間や情報を提供することのないもの、買付条件等が対

象会社の企業価値ひいては株主共同の利益に照らして著しく不十分または

不適当であるもの、対象会社の企業価値の維持・増大に必要不可欠なステ

ークホルダーとの関係を破壊する意図のあるもの等、対象会社の企業価値

ひいては株主共同の利益に資さないものも少なくありません。

　当社は、上記の例を含め当社の企業価値ひいては株主共同の利益を毀損

する恐れのある大規模な買付等を行う者は、当社の財務および事業の方針

の決定を支配する者として不適切であると考えます。

②　会社の支配に関する基本方針の実現に資する取組み

　当社では、当社の企業価値ひいては株主共同の利益向上のために、次の

ような取組みを実施しております。

ａ．企業価値ひいては株主共同の利益向上への取組み

　当社は、平成23年10月に純粋持株会社体制に移行し、主要な連結子会社

として、地球環境に配慮した配管機器をＣＫブランドで提供するユニーク

なメーカーであるシーケー金属株式会社と、日本最大の黄銅棒・線メーカ

ーであるサンエツ金属株式会社を有し、戦略的なグループ経営に集中・特

化しております。当社グループの主力事業領域である、「伸銅事業」「精

密部品事業」「配管・鍍金事業」における国内市場は、今後、長期的に縮

小均衡を模索するものと思われ、業界再編が避けられない状況にあります。

　このような経営環境に対応すべく、当社グループでは、同業他社との事

業提携やＭ＆Ａによる展開を積極的に推進する一方で、「我々は、お客様

が求める良いものだけを、安く、早く、たくさん生産することで、社会に

貢献します。」「我々は、努力に値する仕事と、働きがいのある職場を提

供することで、社会に貢献します。」「我々は、期待され、期待に応え、

期待を超える企業であり続けるため、弛みない努力を重ねます。」を企業

理念として掲げ、『地味だけど凄い価値の創造』を目指し、日々邁進して

おります。

ｂ．コーポレート・ガバナンスの充実への取組み

経営の透明性、効率性、健全性を通して、企業理念の実現を図り企業価

値を高め、社会的責任を果たしていくことが当社のコーポレート・ガバナ

ンスの基本的な考え方であります。

－ 16 －

業務の適正を確保するための体制、当社の財務および事業の方針の決定を支配する者の在り方に関する基本方
針



また、当社は、企業理念に基づき経営の効率化や経営のスピード化を徹

底し経営目標達成のために、正確な情報収集と迅速な意思決定ができる組

織体制や仕組み作りを常に推進しております。

株主・投資家の皆様をはじめ、当社を取り巻くあらゆるステークホルダ

ーへ迅速かつ正確な情報開示に努め、株主総会・取締役会・監査役会など

の機能を一層強化・改善・整備しながら、コーポレート・ガバナンスを充

実させていきたいと考えております。この一環として従来から社外取締

役・社外監査役を選任しており、現在も社外取締役１名・社外監査役２名

を選任しております。

このような考え方に基づいて、（ａ）取締役会による経営に関する重要

事項の決定と各部門の業務執行の監督、（ｂ）社長直轄の監査・規格管理

部による内部監査の実施、（ｃ）監査役による取締役の職務執行について

の監査、（ｄ）「ＣＫサンエツグループコンプライアンス基本方針」「Ｃ

Ｋサンエツグループ行動規範」「公益通報者保護規程」の整備等による法

令遵守体制およびリスク管理体制の強化、（ｅ）内部統制体制の整備と業

務プロセス改善、等の施策を実行しております。

今後もこうした方針と施策を継続して、コーポレート・ガバナンスの充

実に努め、企業価値ひいては株主共同の利益を追求してまいります。

　当社グループでは、多数の投資家の皆様に長期的に当社への投資を継続

していただくため、企業価値ひいては株主共同の利益を向上させるための

取組みとして、以上のような施策を実施しております。これらの取組みは、

上記①の基本方針の実現にも資するものと考えております。

③　会社の支配に関する基本方針に照らして不適切な者によって当社の財務

および事業の方針の決定が支配されることを防止する取組みの概要

　　当社は、平成27年5月14日に開催された当社取締役会において、会社の支

配に関する基本方針に照らして不適切な者によって当社の財務および事業

の方針の決定が支配されることを防止する取組みとして「当社株式の大規

模買付行為に関する対応策」（以下「本プラン」といいます。）を以下の

とおり決定し、平成27年6月23日開催の当社定時株主総会において、株主の

皆様にご承認いただき導入しております。その概要は以下のとおりです。

ａ．本プランの対象となる当社株式の買付

　本プランの対象となる当社株式の買付とは、特定株主グループの議決権

割合を20％以上とすることを目的とする当社株券等の買付行為、結果とし
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て特定株主グループの議決権割合が20％以上となる当社株券等の買付行為、

または結果として特定株主グループの議決権割合が20%以上となる当社の

他の株主との合意等をいい、かかる買付行為または合意等を行う者を「大

規模買付者」といいます。

ｂ．大規模買付ルールの概要

　当社が設定する大規模買付ルールとは、事前に大規模買付者が取締役会

に対して必要かつ十分な情報を提供し、取締役会による一定の評価期間（以

下「取締役会評価期間」といいます。）または、株主検討期間を設ける場

合には取締役会評価期間と株主検討期間が経過した後に大規模買付行為を

開始するというものです。

ｃ．大規模買付行為が実施された場合の対応

　大規模買付者が大規模買付ルールを遵守した場合には、当社取締役会は、

仮に当該大規模買付行為に反対であったとしても、当該買付提案について

の反対意見を表明したり、代替案を提示することにより、株主の皆様を説

得するに留め、原則として当該大規模買付行為に対する対抗措置は講じま

せん。

　ただし、大規模買付ルールを遵守しない場合や、遵守されている場合で

あっても、当該大規模買付行為が、結果として当社に回復し難い損害をも

たらすなど、当社の企業価値ひいては株主共同の利益を著しく損なうと当

社取締役会が判断した場合には、対抗措置を講ずることがあります。具体

的にいかなる手段を講じるかについては、新株予約権の無償割当てその他

の法令および定款の下にてとりうる合理的施策等その時点で当社取締役会

が最も適切と判断したものを選択することとします。

ｄ．対抗措置の客観性・合理性を担保するための制度および手続

　対抗措置を講ずるか否かについては、当社取締役会が最終的な判断を行

いますが、本プランを適正に運用し、取締役会によって恣意的な判断がな

されることを防止し、その判断の客観性・合理性を担保するため、独立委

員会を設置しております。

　対抗措置を講ずる場合、その判断の客観性・合理性を担保するために、

取締役会は対抗措置の発動に先立ち、独立委員会に対して対抗措置の発動

の是非について諮問し、独立委員会は、対抗措置の発動の是非について、

勧告を行うものとします。
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ｅ．本プランの有効期限等

　本プランの有効期限は、平成30年6月開催予定の当社定時株主総会終結の

時までとし、以降、本プランの継続（一部修正したうえでの継続を含む）

については3年ごとに定時株主総会の承認を得ることとします。

　ただし、有効期間中であっても、株主総会または取締役会の決議により

本プランを廃止する旨の決議が行われた場合には、その時点で廃止される

ものとします。

　更新後の本プランの詳細につきましては、インターネット上の当社ウェ

ブサイト(http://www.cksanetu.co.jp)に掲載しております。

④本プランが会社の支配に関する基本方針に沿い、当社の企業価値ひいて

は株主共同の利益に合致し、当社の会社役員の地位の維持を目的とするも

のではないことについて

　当社では、本プランの設計に際して、以下の諸点を考慮することにより、

本プランが会社の支配に関する基本方針に沿い、当社の企業価値ひいては

株主共同の利益に合致するものであり、当社の会社役員の地位の維持を目

的とするものとはならないと考えております。

a．買収防衛策に関する指針の要件を充足していること

　本プランは、経済産業省および法務省が平成17年5月27日に発表した「企

業価値・株主共同の利益の確保または向上のための買収防衛策に関する指

針」の定める三原則（企業価値・株主共同の利益の確保・向上の原則、事

前開示・株主意思の原則、必要性・相当性確保の原則）を充足しています。

　また、経済産業省に設置された企業価値研究会が平成20年6月30日に発表

した報告書「近時の諸環境の変化を踏まえた買収防衛策のあり方」の内容

も踏まえたものとなっております。

b．株主共同の利益の確保・向上の目的をもって導入されていること

　本プランは、上記③に記載のとおり、当社株式に対する大規模買付行為

がなされた際に、当該大規模買付行為に応ずるべきか否かを株主の皆様が

判断し、あるいは当社取締役会が代替案を提示するために必要な情報や時

間を確保し、または株主の皆様のために買付者等と交渉を行うこと等を可

能とすることにより、当社の企業価値ひいては株主共同の利益を確保し、
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向上させるという目的をもって導入されるものです。

c．株主意思を反映するものであること

　本プランは、平成27年6月23日に開催した当社株主総会において、本プラ

ンに関する株主の皆様のご意思を確認させていただくため、本プランにつ

いて議案としてお諮りし原案どおりご承認いただきましたので、株主の皆

様のご意向が反映されたものとなっております。

　また、本プラン導入後、有効期間中であっても、当社株主総会において

本プランを廃止する旨の決議が行われた場合には、本プランはその時点で

廃止されることになり、株主の皆様のご意向が反映されます。

d．独立性の高い社外者の判断の重視

　本プランにおける対抗措置の発動は、上記③に記載のとおり、当社の業

務執行を行う経営陣から独立している委員で構成される独立委員会へ諮問

し、同委員会の勧告を最大限尊重するものとされており、当社の企業価値

ひいては株主共同の利益に資するよう、本プランの透明な運用を担保する

ための手続きも確保されております。

e．デッドハンド型およびスローハンド型買収防衛策ではないこと

　本プランは、当社の株主総会において選任された取締役により構成され

る取締役会によって廃止することが可能です。したがって、本プランは、

デッドハンド型買収防衛策（取締役会の構成員の過半数を交代させてもな

お、発動を阻止できない買収防衛策）ではありません。また、当社取締役

の任期は2年としておりますが、期差任期制を採用していないため、スロー

ハンド型買収防衛策（取締役会の構成員の交替を一度に行うことができな

いため、その発動を阻止するのに時間を要する買収防衛策）でもございま

せん。
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連 結 貸 借 対 照 表

（平成28年３月31日現在）
（単位：百万円）

資 産 の 部 負 債 の 部

科 目 金 額 科 目 金 額

流 動 資 産

現 金 及 び 預 金

受取手形及び売掛金

商 品 及 び 製 品

仕 掛 品

原材料及び貯蔵品

前 払 費 用

繰 延 税 金 資 産

そ の 他

貸 倒 引 当 金

固 定 資 産

有 形 固 定 資 産

建 物 及 び 構 築 物

機械装置及び運搬具

土 地

建 設 仮 勘 定

そ の 他

無 形 固 定 資 産

投資その他の資産

投 資 有 価 証 券

退職給付に係る資産

そ の 他

貸 倒 引 当 金

30,326

1,917

17,222

3,765

3,604

3,227

41

465

149

△68

16,229

14,766

5,450

2,304

6,476

241

292

15

1,447

1,325

43

372

△293

流 動 負 債 17,803

支払手形及び買掛金 5,030

短 期 借 入 金 8,720

１年以内返済予定の
長 期 借 入 金

200

未 払 金 430

未 払 費 用 853

未 払 法 人 税 等 809

未 払 消 費 税 等 321

賞 与 引 当 金 768

設備関係支払手形 534

そ の 他 135

固 定 負 債 1,823

長 期 借 入 金 150

繰 延 税 金 負 債 403

再評価に係る繰延税金負債 280

役員退職慰労引当金 58

環境安全対策引当金 46

退職給付に係る負債 831

そ の 他 52

負 債 合 計 19,627

純 資 産 の 部

株 主 資 本 22,779

資 本 金 2,756

資 本 剰 余 金 3,168

利 益 剰 余 金 17,548

自 己 株 式 △694

その他の包括利益累計額 417

その他有価証券評価差額金 △22

土地再評価差額金 565

為替換算調整勘定 △27

退職給付に係る調整累計額 △97

非 支 配 株 主 持 分 3,732

純 資 産 合 計 26,928

資 産 合 計 46,555 負 債 純 資 産 合 計 46,555
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連 結 損 益 計 算 書

(平成27年４月１日から
平成28年３月31日まで)

（単位：百万円）

科 目 金 額

売 上 高 68,506

売 上 原 価 62,944

売 上 総 利 益 5,561

販 売 費 及 び 一 般 管 理 費 3,744

営 業 利 益 1,816

営 業 外 収 益 1,120

受 取 利 息 1

受 取 配 当 金 27

受 取 地 代 家 賃 6

為 替 差 益 9

デ リ バ テ ィ ブ 利 益 655

そ の 他 421

営 業 外 費 用 101

支 払 利 息 28

デ リ バ テ ィ ブ 評 価 損 6

そ の 他 66

経 常 利 益 2,836

特 別 利 益 285

固 定 資 産 売 却 益 9

投 資 有 価 証 券 売 却 益 180

補 助 金 収 入 89

そ の 他 7

特 別 損 失 57

固 定 資 産 除 却 損 49

投 資 有 価 証 券 売 却 損 1

損 害 賠 償 金 7

税 金 等 調 整 前 当 期 純 利 益 3,064

法 人 税 、 住 民 税 及 び 事 業 税 1,090

法 人 税 等 調 整 額 △319

当 期 純 利 益 2,293

非 支 配 株 主 に 帰 属 す る 当 期 純 利 益 379

親 会 社 株 主 に 帰 属 す る 当 期 純 利 益 1,914
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連結株主資本等変動計算書

(平成27年４月１日から
平成28年３月31日まで)

（単位：百万円）

株 主 資 本

資 本 金 資 本 剰 余 金 利 益 剰 余 金 自 己 株 式 株主資本合計

平成27年４月1日　残高 2,756 2,853 15,721 △1,151 20,180

会計方針の変更による
累 積 的 影 響 額
会計方針の変更を反映し
た 当 期 首 残 高

2,756 2,853 15,721 △1,151 20,180

連結会計年度中の変動額

剰 余 金 の 配 当 △87 △87

親会社株主に帰属する
当 期 純 利 益

1,914 1,914

自 己 株 式 の 取 得 5 △0 5

自 己 株 式 の 処 分 308 457 766

連 結 範 囲 の 変 動

株主資本以外の項目の連結
会計年度中の変動額(純額)

連結会計年度中の変動額合計 － 314 1,827 456 2,598

平成28年３月31日　残高 2,756 3,168 17,548 △694 22,779

そ の 他 の 包 括 利 益 累 計 額
非 支 配
株 主
持 分

純 資 産
合 計その他有価証

券評価差額金
土地再評価
差 額 金

為 替 換 算
調 整 勘 定

退職給付に係
る調整累計額

その他の包括利
益累計額合計

平成27年４月1日　残高 172 550 △22 △48 651 3,274 24,106

会計方針の変更による
累 積 的 影 響 額
会計方針の変更を反映し
た 当 期 首 残 高

172 550 △22 △48 651 3,274 24,106

連結会計年度中の変動額

剰 余 金 の 配 当 △87

親会社株主に帰属する
当 期 純 利 益

1,914

自 己 株 式 の 取 得 5

自 己 株 式 の 処 分 766

連 結 範 囲 の 変 動

株主資本以外の項目の連結
会計年度中の変動額(純額)

△195 14 △4 △49 △234 458 223

連結会計年度中の変動額合計 △195 14 △4 △49 △234 458 2,822

平成28年３月31日　残高 △22 565 △27 △97 417 3,732 26,928
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連結注記表

１．連結計算書類作成のための基本となる重要な事項

(1) 連結の範囲に関する事項

①連結子会社の状況

・連結子会社の数　　　　　　　６社

・主要な連結子会社の名称　　　サンエツ金属株式会社

シーケー金属株式会社

株式会社リケンＣＫＪＶ

日本伸銅株式会社

大連保税区三越金属産業有限公司

三越金属（上海）有限公司

　当連結会計年度において、大阪黄銅株式会社は、日本伸銅株式会社（連結子会社）を存

続会社とする吸収合併によって消滅したため、連結の範囲から除外しております。

　　　②主要な非連結子会社の名称等

　主要な会社名　　　　　　　　株式会社ＣＫトレーディング

　非連結子会社は、いずれも小規模であり、合計の総資産、売上高、当期純損益（持分に

見合う額）及び利益剰余金（持分に見合う額）等は、いずれも連結計算書類に重要な影響

を及ぼしていないため、連結の範囲から除外しております。

(2) 持分法の適用に関する事項

持分法を適用していない非連結子会社及び関連会社

・主要な会社等の名称　　　　　株式会社ＣＫトレーディング

　持分法を適用していない非連結子会社及び関連会社は、当期純損益（持分に見合う額）

及び利益剰余金（持分に見合う額）等からみて、持分法の対象から除いても連結計算書類

に及ぼす影響が軽微であり、かつ、全体としても重要性がないため持分法の適用範囲から

除外しております。

(3) 連結子会社の事業年度等に関する事項

　連結子会社のうち、海外子会社の決算日は12月31日であります。連結計算書類の作成に

あたっては、同決算日現在の計算書類を使用しており、連結決算日までの期間に発生した

重要な取引については、連結上必要な調整を行っております。
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(4) 会計方針に関する事項

①　重要な資産の評価基準及び評価方法

イ）その他有価証券

・時価のあるもの　　　　　　決算日の市場価格等に基づく時価法（評価差額は全部純

資産直入法により処理し、売却原価は移動平均法により

算定）

・時価のないもの　　　　　　移動平均法による原価法

ロ）デリバティブ　　　　　　　時価法

ハ）たな卸資産

・主要材料　　　　　　　　　先入先出法による原価法（貸借対照表価額は収益性の低

下に基づく簿価切下げの方法により算定）

・その他　　　　　　　　　　主として、移動平均法による原価法（貸借対照表価額は

収益性の低下に基づく簿価切下げの方法により算定）

②　重要な減価償却資産の減価償却の方法

イ）有形固定資産　　　　　　　当社及び国内連結子会社は、建物については定額法、建

物以外については定率法によっております。また、海外

連結子会社は定額法によっております。

ロ）無形固定資産　　　　　　　定額法によっております。

③　引当金の計上基準

イ）貸倒引当金　　　　　　　　売上債権、貸付金等の貸倒損失に備えるため、一般債権

については貸倒実績率により、貸倒懸念債権等特定の債

権については個別に回収可能性を勘案し、回収不能見込

額を計上しております。

ロ）賞与引当金　　　　　　　　当社及び国内連結子会社は、従業員に支給する賞与の支

出に充てるため、支給見込額に基づき当連結会計年度負

担額を計上しております。

ハ）役員退職慰労引当金　　　　一部の国内連結子会社は、役員の退職慰労金の支出に備

えるため、内規に基づく期末要支給額を計上しておりま

す。

ニ）環境安全対策引当金　　　　当社及び国内連結子会社は、「ポリ塩化ビフェニル廃棄

物の適正な処理の推進に関する特別措置法」により、今

後発生が見込まれるＰＣＢ廃棄物の処理費用に充てるた

め、その所要見込額を計上しております。

④　重要な外貨建の資産または負債の本邦通貨への換算基準

　在外連結子会社の資産及び負債は、同社決算日の直物為替相場により円貨に換算し、収

益及び費用は期中平均相場により円貨に換算し、換算差額は純資産の部における為替換算

調整勘定に含めて計上しております。
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⑤　その他連結計算書類作成のための重要な事項

　　　イ）退職給付に係る会計処理の方法

　　　・退職給付見込額の期間帰属方法　　退職給付債務の算定にあたり、退職給付見込額を当

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　連結会計年度末までの期間に帰属させる方法につい

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　ては、給付算定式基準によっております。

　　　・数理計算上の差異の費用処理方法　数理計算上の差異は、発生の翌連結会計年度に一括

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　費用処理しております。

　　　ロ）消費税等の会計処理　　　　　　消費税等の会計処理は税抜方式を採用しております。

２．会計方針の変更

　　会計方針の変更

（企業結合に関する会計基準等の適用）

　　　　「企業結合に関する会計基準」（企業会計基準第21号 平成25年９月13日。以下「企業

結合会計基準」という。）、「連結財務諸表に関する会計基準」（企業会計基準第22号 

平成25年９月13日。以下「連結会計基準」という。）及び「事業分離等に関する会計基

準」（企業会計基準第７号 平成25年９月13日。以下「事業分離等会計基準」という。）

等を当連結会計年度から適用し、支配が継続している場合の子会社に対する当社の持分

変動による差額を資本剰余金として計上するとともに、取得関連費用を発生した連結会

計年度の費用として計上する方法に変更しております。また、当連結会計年度の期首以

後実施される企業結合については、暫定的な会計処理の確定による取得原価の配分額の

見直しを企業結合日の属する連結会計年度の連結計算書類に反映させる方法に変更して

おります。加えて、当期純利益等の表示の変更及び少数株主持分から非支配株主持分へ

の表示の変更を行っております。

　企業結合会計基準等の適用については、企業結合会計基準第58－２項(4)、連結会計基

準第44－５項(4)及び事業分離等会計基準第57－４項(4)に定める経過的な取扱いに従っ

ており、当連結会計年度の期首時点から将来にわたって適用しております。この変更に

伴う影響は軽微であります。

３．会計上の見積りの変更

　　会計上の見積りの変更

（耐用年数の変更）

　連結子会社である日本伸銅株式会社は、当連結会計年度より、機械及び装置の耐用年

数を変更しております。

　この変更は、日本伸銅株式会社が連結子会社となったことを契機に、同種かつ同一条

件下で使用される機械及び装置について、経済的使用年数、設備の修繕、更新サイクル

等を総合的に勘案し、生産実態に応じた耐用年数に見直すものであります。
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　この変更により、従来の方法によった場合に比べ、当連結会計年度の営業利益、経常

利益及び税金等調整前当期純利益はそれぞれ213百万円減少しております。

４．連結貸借対照表に関する注記

(1) 有形固定資産の減価償却累計額 21,721百万円

(2) 受取手形割引高　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 348百万円

(3) 有形固定資産の取得価額から控除している圧縮記帳額は9,398百万円であります。（建物及

び構築物2,884百万円、機械装置及び運搬具6,445百万円、その他68百万円）

(4) 当社は、土地の再評価に関する法律（平成10年３月31日公布法律第34号）に基づき、事業

用の土地の再評価を行い、土地再評価差額金を純資産の部に計上しております。

再評価の方法

　・土地の再評価に関する法律施行令（平成10年３月31日公布政令第119号）第２条第３号

に定める地方税法（昭和25年法律第226号）第341条第10号の土地課税台帳に登録されて

いる価格に合理的な調整を行って算出。

　・再評価を行った年月日　　　　　　　　　　　　　　　平成14年３月31日

　・再評価を行った土地の当連結会計年度末における時価と再評価後の帳簿価額との差額

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 490百万円
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５．連結株主資本等変動計算書に関する注記

(1) 発行済株式の総数に関する事項

株 式 の 種 類 当連結会計年度期首の株式数 当連結会計年度増加株式数 当連結会計年度減少株式数 当連結会計年度末の株式数

普 通 株 式 8,867,000株 －株 －株 8,867,000株

(2) 自己株式の数に関する事項

株 式 の 種 類 当連結会計年度期首の株式数 当連結会計年度増加株式数 当連結会計年度減少株式数 当連結会計年度末の株式数

普 通 株 式 1,735,202株 878株 670,544株 1,065,536株

 (注) １．普通株式の自己株式の株式数の増加のうち781株は、連結子会社が所有していた自己株

式（当社株式）の取得による当社帰属分であります。

 (注) ２．普通株式の自己株式の株式数の減少のうち549,644株は、連結子会社が所有していた自

己株式（当社株式）の売却による当社帰属分であります。

 (注) ３．普通株式の自己株式の株式数の減少のうち120,900株は、資産管理サービス信託銀行株

式会社（信託口）による自己株式の処分によるものであります。

（注）４．当連結会計年度末における自己株式の数については、資産管理サービス信託銀行株式

会社（信託口）が所有する当社株式136,600株を含めて記載しております。

(3) 剰余金の配当に関する事項

①　配当金支払額等

イ）平成27年６月23日開催の定時株主総会決議による配当に関する事項

・配当金の総額 47百万円

・１株当たり配当額 ６円00銭

・基準日 平成27年３月31日

・効力発生日 平成27年６月24日

ロ）平成27年11月11日開催の取締役会決議による配当に関する事項

・配当金の総額 47百万円

・１株当たり配当額 ６円00銭

・基準日 平成27年９月30日

・効力発生日 平成27年12月7日

②　基準日が当連結会計年度に属する配当のうち、配当の効力発生が翌期になるもの

平成28年６月23日開催の定時株主総会において次のとおり付議いたします。

・配当金の総額 47百万円

・１株当たり配当額 ６円00銭

・基準日 平成28年３月31日

・効力発生日 平成28年６月24日
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６．金融商品に関する注記

(1) 金融商品の状況に関する事項

　当社グループは、資金運用については短期的な預金等に限定し、銀行等金融機関からの借

入により資金を調達しております。

　受取手形及び売掛金に係る顧客の信用リスクは、与信管理規程に沿ってリスク低減を図っ

ております。また、投資有価証券は株式であり、上場株式については四半期ごとに時価の把

握を行っています。

　借入金の使途は運転資金であります。

　デリバティブ取引は、主として原料相場下落によるたな卸資産の商品価格変動リスクの回

避、軽減を目的に利用しており、投機的な取引は行っておりません。

(2) 金融商品の時価等に関する事項

　平成28年３月31日（当期の連結決算日）における連結貸借対照表計上額、時価及びこれら

の差額については、次のとおりであります。　　                      （単位：百万円）

連結貸借対照表計上額 時価 差額

(1)現金及び預金 1,917 1,917 －

(2)受取手形及び売掛金 17,222 17,222 －

(3)投資有価証券

　 その他有価証券
1,019 1,019 －

(4)支払手形及び買掛金(*1） (5,030) (5,030) －

(5)短期借入金(*1） (8,720) (8,720) －

(6)長期借入金(*1） (350) (350) 0

(7)デリバティブ取引(*2） 22 22 －

(*1）負債に計上されるものについては、（　）で示しております。

(*2）デリバティブ取引によって生じた正味の債権・債務は純額で表示しており、合計で正

　　味の債務となる項目については、（　）で示しております。

（注）１．金融商品の時価の算定方法並びに有価証券及びデリバティブ取引に関する事項

(1)現金及び預金、並びに(2)受取手形及び売掛金

　これらは短期間で決済されるため、時価は帳簿価額にほぼ等しいことから、当該帳簿価額

によっております。

(3)投資有価証券

　これらの時価について、株式は取引所の価格によっております。

(4)支払手形及び買掛金及び(5)短期借入金

　これらは短期間で決済されるため、時価は帳簿価格にほぼ等しいことから、当該帳簿価額

によっております。

(6)長期借入金（１年以内返済予定分を含む）

　長期借入金のうち、変動金利によるものは、短期間で市場金利を反映し、かつ当社の信用

状態は実行後大きく異なっていないことから、時価は帳簿価額と近似していると考えられる

ため、当該帳簿価額を時価としております。また、固定金利によるものは、元利金の合計額
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を、新規に同様の借入を行った場合に想定される利率で割り引いた現在価値により算定して

おります。

(7)デリバティブ取引

　これらの時価については、取引金融機関から提示された価格等によっております。

（注）２．非上場株式（連結貸借対照表計上額305百万円）は、市場価格がなく、かつ将来キャッ

シュ・フローを見積ることなどができず、時価を把握することが極めて困難と認められる

ため、「(3)投資有価証券　その他有価証券」には含めておりません。

７．１株当たり情報に関する注記

(1) １株当たり純資産額 2,973円35銭

(2) １株当たり当期純利益 254円16銭

８．重要な後発事象に関する注記

　　該当事項はありません。
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貸　借　対　照　表

（平成28年３月31日現在）
（単位：百万円）

資 産 の 部 負 債 の 部

科 目 金 額 科 目 金 額

流 動 資 産

現 金 及 び 預 金

繰 延 税 金 資 産

そ の 他

固 定 資 産

有 形 固 定 資 産

建 物

構 築 物

機 械 装 置

工具、器具及び備品

土 地

投資その他の資産

投 資 有 価 証 券

関 係 会 社 株 式

繰 延 税 金 資 産

そ の 他

貸 倒 引 当 金

912

653

37

221

14,924

5,539

2,432

75

17

1

3,013

9,384

513

8,749

119

21

△18

流 動 負 債 399

短 期 借 入 金 100

未 払 金 3

未 払 費 用 226

未 払 消 費 税 13

未 払 法 人 税 等 50

預 り 金 6

固 定 負 債 953

再評価に係る繰延税金負債 280

退 職 給 付 引 当 金 642

関係会社事業損失引当金 11

そ の 他 18

負 債 合 計 1,353

純 資 産 の 部

株 主 資 本 13,868

資 本 金 2,756

資 本 剰 余 金 2,834

資 本 準 備 金 2,671

その他資本剰余金 163

利 益 剰 余 金 9,084

利 益 準 備 金 52

その他利益剰余金 9,032

別 途 積 立 金 3,000

繰 越 利 益 剰 余 金 6,032

自 己 株 式 △806

評価・換算差額等 614

その他有価証券評価差額金 49

土地再評価差額金 565

純 資 産 合 計 14,483

資 産 合 計 15,836 負 債 純 資 産 合 計 15,836
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損　益　計　算　書

(平成27年４月１日から
平成28年３月31日まで)

（単位：百万円）

科 目 金 額

売 上 高 612

売 上 総 利 益 612

販 売 費 及 び 一 般 管 理 費 390

営 業 利 益 222

営 業 外 収 益 18

受 取 利 息 0

受 取 配 当 金 5

そ の 他 13

営 業 外 費 用 0

支 払 利 息 0

そ の 他 0

経 常 利 益 240

特 別 利 益 20

補 助 金 収 入 20

特 別 損 失 20

固 定 資 産 除 却 損 19

そ の 他 損 失 0

税 引 前 当 期 純 利 益 239

法 人 税 、 住 民 税 及 び 事 業 税 43

法 人 税 等 調 整 額 △27

当 期 純 利 益 224
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株主資本等変動計算書

(平成27年４月１日から
平成28年３月31日まで)

（単位：百万円）

株 主 資 本

資本金

資 本 剰 余 金 利 益 剰 余 金

自己株式
株主資本
合 計

資本準備金
そ の 他
資本剰余金

資本剰余金
合 計

利益準備金

その他利益
剰 余 金

利益剰余金
合 計

別 途
積立金

繰越利益
剰余金

平成27年４月１日　残高 2,756 2,671 101 2,772 52 3,000 5,900 8,952 △902 13,579

事業年度中の変動額

剰余金の配当 △92 △92 △92

当 期 純 利 益 224 224 224

自己株式の処分 61 61 96 157

株主資本以外の
項目の事業年度中
の変動額(純額)

△0 △0

事業年度中の変動額合計 － － 61 61 － － 131 131 96 289

平成28年３月31日　残高 2,756 2,671 163 2,834 52 3,000 6,032 9,084 △806 13,868

評 価 ・ 換 算 差 額 等
純 資 産 合 計

その他有価証券評価差額金 土 地 再 評 価 差 額 金 評価・換算差額等合計

平成27年４月１日　残高 149 550 700 14,279

事業年度中の変動額

剰余金の配当 △92

当 期 純 利 益 224

自己株式の処分 157

株主資本以外の
項目の事業年度中
の変動額(純額)

△100 14 △86 △86

事業年度中の変動額合計 △100 14 △86 203

平成28年３月31日　残高 49 565 614 14,483
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個別注記表

１．重要な会計方針に係る事項

(1) 資産の評価基準及び評価方法

① 子会社株式及び関連会社株式　 移動平均法による原価法

② その他有価証券

・時価のあるもの　　　　　　　決算日の市場価格等に基づく時価法（評価差額金は全部

純資産直入法により処理し、売却原価は移動平均法によ

り算定）

・時価のないもの　　　　　　　移動平均法による原価法

(2) 固定資産の減価償却の方法

   有形固定資産　　　　　　　　 建物は定額法、建物以外については定率法によっており

ます。

(3) 引当金の計上基準

① 貸倒引当金　　　　　　　　　 売上債権、貸付金等の貸倒損失に備えるため、一般債権

については貸倒実績率により、貸倒懸念債権等、特定の

債権については個別に回収可能性を検討し、回収不能見

込額に基づき計上しております。

② 退職給付引当金　　　　　　　 従業員の退職給付に備えるため、当事業年度の末日にお

ける退職給付債務及び年金資産の見込額に基づき計上し

ております。

数理計算上の差異は、発生の翌事業年度に一括費用処理

しております。

③ 関係会社事業損失引当金　　　 関係会社の事業に係る損失に備えるため、当該会社の財

政状態を勘案して、損失負担見込額を計上しております。

(4) その他計算書類作成のための基本となる重要な事項

　消費税等の会計処理　　　　　　消費税等の処理は税抜方式を採用しております。
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２．会計方針の変更

　　（企業結合に関する会計基準等の適用）

　　　　　「企業結合に関する会計基準」（企業会計基準第21号 平成25年９月13日。以下「企

業結合会計基準」という。）及び「事業分離等に関する会計基準」（企業会計基準第

７号 平成25年９月13日。以下「事業分離等会計基準」という。）等を当事業年度から

適用し、取得関連費用を発生した事業年度の費用として計上する方法に変更しており

ます。また、当事業年度の期首以後実施される企業結合については、暫定的な会計処

理の確定による取得原価の配分額の見直しを企業結合日の属する事業年度の計算書類

に反映させる方法に変更しております。

　企業結合会計基準等の適用については、企業結合会計基準第58－２項(4)及び事業分

離等会計基準第57－４項(4)に定める経過的な取扱いに従っており、当事業年度の期首

時点から将来にわたって適用しております。この変更に伴う影響は軽微であります。

３．貸借対照表に関する注記

(1) 有形固定資産の減価償却累計額 1,966百万円

(2) 有形固定資産の取得価額から控除している圧縮記帳額は建物72百万円であります。

(3) 土地の再評価に関する法律（平成10年３月31日公布法律第34号）に基づき、事業用の土地

の再評価を行い、土地再評価差額金を純資産の部に計上しております。

再評価の方法

　・土地の再評価に関する法律施行令（平成10年３月31日公布政令第119号）第２条第３号

に定める地方税法（昭和25年法律第226号）第341条第10号の土地課税台帳に登録されて

いる価格に合理的な調整を行って算出。

・再評価を行った年月日 平成14年３月31日

・再評価を行った土地の当事業年度末における時価と再評価後の帳簿価額との差額

490百万円

４．損益計算書に関する注記

関係会社との取引高

・売上高 612百万円

・販売費及び一般管理費 14百万円

・営業取引以外の取引高 10百万円
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５．株主資本等変動計算書に関する注記

自己株式の数に関する事項

株 式 の 種 類 当事業年度期首の株式数 当事業年度増加株式数 当事業年度減少株式数 当事業年度末の株式数

普 通 株 式 1,186,349株 87株 120,900株 1,065,536株

 (注) １．普通株式の自己株式の株式数の減少120,900株は、資産管理サービス信託銀行株式会社

（信託口）による自己株式の処分によるものであります。

（注）２．当事業年度末における自己株式の数については、資産管理サービス信託銀行株式会社

（信託口）が所有する当社株式136,600株を含めて記載しております。

６．税効果会計に関する注記

 繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因別の内訳

繰延税金資産

会社分割に伴う関係会社株式 145 百万円

退職給付引当金 195

繰越欠損金 39

その他 45

繰延税金資産小計 426

評価性引当金 △242

繰延税金資産合計 183

繰延税金負債

その他有価証券評価差額金 △21

その他 △5

繰延税金負債合計 △26

繰延税金資産・負債の純額（△負債） 156
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７．関連当事者との取引に関する注記

　子会社等

種 類 会社等の名称
議決権等の所有

（被所有）割合

関連当事者

と の 関 係
取 引 の 内 容

取引金額

(百万円)
科 目

期末残高

(百万円)

子会社 サンエツ金属

株式会社

所有

直接 100％

経営管理

不動産の賃貸

役員の兼任

経営指導料（注）１ 274 － －

不動産賃貸（注）２ 231 － －

子会社 シーケー金属

株式会社

所有

直接 67.03％

経営管理

役員の兼任
経営指導料（注）１ 64 － －

取引条件及び取引条件の決定方針等

（注）１．経営指導料については、業務の内容を勘案して決定しております。

（注）２．不動産賃貸料については、一般的な取引条件を勘案して決定しております。

８．１株当たり情報に関する注記

(1) １株当たり純資産額 1,856円48銭

(2) １株当たり当期純利益 28円98銭

９．重要な後発事象に関する注記

　該当事項はありません。
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連結計算書類に係る会計監査報告

独立監査人の監査報告書
平成28年５月９日

株式会社ＣＫサンエツ

取締役会　御中

新日本有限責任監査法人
指 定 有 限 責 任 社 員
業 務 執 行 社 員

公認会計士 池 田 裕 之 
指 定 有 限 責 任 社 員
業 務 執 行 社 員

公認会計士 安 田 康 宏 

　当監査法人は、会社法第444条第４項の規定に基づき、株式会社ＣＫサンエ
ツの平成27年４月１日から平成28年３月31日までの連結会計年度の連結計算
書類、すなわち、連結貸借対照表、連結損益計算書、連結株主資本等変動計算
書及び連結注記表について監査を行った。

連結計算書類に対する経営者の責任
　経営者の責任は、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基
準に準拠して連結計算書類を作成し適正に表示することにある。これには、不
正又は誤謬による重要な虚偽表示のない連結計算書類を作成し適正に表示す
るために経営者が必要と判断した内部統制を整備及び運用することが含まれ
る。

監査人の責任
　当監査法人の責任は、当監査法人が実施した監査に基づいて、独立の立場か
ら連結計算書類に対する意見を表明することにある。当監査法人は、我が国に
おいて一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して監査を行った。監
査の基準は、当監査法人に連結計算書類に重要な虚偽表示がないかどうかにつ
いて合理的な保証を得るために、監査計画を策定し、これに基づき監査を実施
することを求めている。
　監査においては、連結計算書類の金額及び開示について監査証拠を入手する
ための手続が実施される。監査手続は、当監査法人の判断により、不正又は誤
謬による連結計算書類の重要な虚偽表示のリスクの評価に基づいて選択及び
適用される。監査の目的は、内部統制の有効性について意見表明するためのも
のではないが、当監査法人は、リスク評価の実施に際して、状況に応じた適切
な監査手続を立案するために、連結計算書類の作成と適正な表示に関連する内
部統制を検討する。また、監査には、経営者が採用した会計方針及びその適用
方法並びに経営者によって行われた見積りの評価も含め全体としての連結計
算書類の表示を検討することが含まれる。
　当監査法人は、意見表明の基礎となる十分かつ適切な監査証拠を入手したと
判断している。

監査意見
　当監査法人は、上記の連結計算書類が、我が国において一般に公正妥当と認
められる企業会計の基準に準拠して、株式会社ＣＫサンエツ及び連結子会社か
らなる企業集団の当該連結計算書類に係る期間の財産及び損益の状況をすべ
ての重要な点において適正に表示しているものと認める。

利害関係
　会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により
記載すべき利害関係はない。

以　上
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計算書類に係る会計監査報告

独立監査人の監査報告書
平成28年５月９日

株式会社ＣＫサンエツ

取締役会　御中

新日本有限責任監査法人
指 定 有 限 責 任 社 員
業 務 執 行 社 員

公認会計士 池 田 裕 之 
指 定 有 限 責 任 社 員
業 務 執 行 社 員

公認会計士 安 田 康 宏 

　当監査法人は、会社法第436条第２項第１号の規定に基づき、株式会社ＣＫ
サンエツの平成27年４月１日から平成28年３月31日までの平成27年度の計算
書類、すなわち、貸借対照表、損益計算書、株主資本等変動計算書及び個別注
記表並びにその附属明細書について監査を行った。

計算書類等に対する経営者の責任
　経営者の責任は、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基
準に準拠して計算書類及びその附属明細書を作成し適正に表示することにあ
る。これには、不正又は誤謬による重要な虚偽表示のない計算書類及びその附
属明細書を作成し適正に表示するために経営者が必要と判断した内部統制を
整備及び運用することが含まれる。

監査人の責任
　当監査法人の責任は、当監査法人が実施した監査に基づいて、独立の立場か
ら計算書類及びその附属明細書に対する意見を表明することにある。当監査
法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して監
査を行った。監査の基準は、当監査法人に計算書類及びその附属明細書に重要
な虚偽表示がないかどうかについて合理的な保証を得るために、監査計画を策
定し、これに基づき監査を実施することを求めている。
　監査においては、計算書類及びその附属明細書の金額及び開示について監査
証拠を入手するための手続が実施される。監査手続は、当監査法人の判断によ
り、不正又は誤謬による計算書類及びその附属明細書の重要な虚偽表示のリス
クの評価に基づいて選択及び適用される。監査の目的は、内部統制の有効性に
ついて意見表明するためのものではないが、当監査法人は、リスク評価の実施
に際して、状況に応じた適切な監査手続を立案するために、計算書類及びその
附属明細書の作成と適正な表示に関連する内部統制を検討する。また、監査に
は、経営者が採用した会計方針及びその適用方法並びに経営者によって行われ
た見積りの評価も含め全体としての計算書類及びその附属明細書の表示を検
討することが含まれる。
　当監査法人は、意見表明の基礎となる十分かつ適切な監査証拠を入手したと
判断している。

監査意見
　当監査法人は、上記の計算書類及びその附属明細書が、我が国において一般
に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して、当該計算書類及びその附
属明細書に係る期間の財産及び損益の状況をすべての重要な点において適正
に表示しているものと認める。

利害関係
　会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により
記載すべき利害関係はない。

以　上
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監査役会の監査報告

監　査　報　告　書

　当監査役会は、平成27年４月１日から平成28年３月31日までの平成27年度
の取締役の職務の執行に関して、各監査役が作成した監査報告書に基づき、
審議の結果、監査役全員の一致した意見として本監査報告書を作成し、以下
のとおり報告いたします。

１．監査役及び監査役会の監査の方法及びその内容
（1）監査役会は、当期の監査方針及び監査計画等を定め、各監査役から監査

の実施状況及び結果について報告を受けるほか、取締役等及び会計監査人
からその職務の執行状況について報告を受け、必要に応じて説明を求めま
した。

（2）各監査役は、監査役会が定めた当期の監査方針及び監査計画等に従い、
取締役、内部監査担当の監査・規格管理部その他の使用人等と意思疎通を
図り、情報の収集及び監査の環境の整備に努めるとともに、以下の方法で
監査を実施しました。
①取締役会その他重要な会議に出席し、取締役及び使用人等からその職務
の執行状況について報告を受け、必要に応じて説明を求め、重要な決裁書
類等を閲覧し、本社及び関係箇所において業務及び財産の状況を調査いた
しました。また、子会社については、主要な子会社の取締役会に出席し、
子会社の取締役及び監査役等と意思疎通及び情報の交換を図り、必要に応
じて子会社から事業の報告を受けるほか、主要な子会社の本社及び工場・
支店等に赴き、その業務及び財産の状況を調査いたしました。
②事業報告に記載されている取締役の職務の執行が法令及び定款に適合
することを確保するための体制その他株式会社及びその子会社から成る
企業集団の業務の適正を確保するために必要なものとして会社法施行規
則第100条第１項及び第３項に定める体制の整備に関する取締役会決議の
内容及び当該決議に基づき整備されている体制（内部統制システム）につ
いて、取締役及び使用人等からその構築及び運用の状況について定期的に
報告を受け、必要に応じて説明を求めました。また、子会社の取締役及び
使用人等からも必要に応じてその構築及び運用の状況について報告を受
け、説明を求め、意見を表明いたしました。
③事業報告に記載されている会社法施行規則第118条第３号イの基本方針
及び同号ロの各取組みについては、取締役会その他における審議の状況等
を踏まえ、その内容について検討を加えました。
④会計監査人が独立の立場を保持し、かつ、適正な監査を実施しているか
を監視及び検証するとともに、会計監査人からその職務の執行状況につい
て報告を受け、必要に応じて説明を求めました。また、会計監査人から
「職務の遂行が適正に行われることを確保するための体制」（会社計算規
則第131条各号に掲げる事項）を「監査に関する品質管理基準」（平成17
年10月28日企業会計審議会）等に従って整備している旨の通知を受け、必
要に応じて説明を求めました。

　以上の方法に基づき、当該事業年度に係る事業報告及びその附属明細
書、計算書類（貸借対照表、損益計算書、株主資本等変動計算書及び個別
注記表）及びその附属明細書並びに連結計算書類（連結貸借対照表、連結
損益計算書、連結株主資本等変動計算書及び連結注記表）について検討い
たしました。
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２．監査の結果
（1）　事業報告等の監査結果
①事業報告及びその附属明細書は、法令及び定款に従い、会社の状況を正
しく示しているものと認めます。
②取締役の職務の執行に関する不正の行為又は法令若しくは定款に違反す
る重大な事実は認められません。
③内部統制システムに関する取締役会決議の内容は相当であると認めま
す。また、当該内部統制システムに関する事業報告の記載内容及び取締役
の職務の執行についても、指摘すべき事項は認められません。
④事業報告に記載されている会社の財務及び事業の方針の決定を支配する
者の在り方に関する基本方針については、指摘すべき事項は認められませ
ん。事業報告に記載されている会社法施行規則第118条第３号ロの各取組
みは、当該基本方針に沿ったものであり、当社の株主共同の利益を損なう
ものではなく、かつ、当社の会社役員の地位の維持を目的とするものでは
ないと認めます。

（2）　計算書類及びその附属明細書の監査結果
会計監査人新日本有限責任監査法人の監査の方法及び結果は相当であると
認めます。

（3）　連結計算書類の監査結果
会計監査人新日本有限責任監査法人の監査の方法及び結果は相当であると
認めます。

平成28年５月10日

株 式 会 社 Ｃ Ｋ サ ン エ ツ 　 監 査 役 会

常 勤 監 査 役 井　波　栄三郎 

社 外 監 査 役 渡 　 信 行 

社 外 監 査 役 伊 勢 正 幸 

以　上
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株主総会参考書類

第１号議案　剰余金処分の件

　剰余金処分につきましては、以下のとおりといたしたく存じます。

期末配当に関する事項

　平成27年度の期末配当につきましては、当期の業績ならびに今後の事業

展開等を勘案いたしまして以下のとおりといたしたく存じます。

１．配当財産の種類

　金銭といたします。

２．配当財産の割当てに関する事項及びその総額

　当社普通株式１株につき金６円といたしたく存じます。

　なお、この場合の配当総額は、47,628,384円となります。

　これにより、当期の年間配当金は、中間配当（１株につき６円）と合

わせて１株につき12円となります。

３．剰余金の配当が効力を生じる日

　平成28年６月24日といたしたく存じます。
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第２号議案　定款一部変更の件

１．変更の理由

（１）　当社は、複数の社外取締役を含む監査等委員である取締役を置くことで、

取締役会の監督機能を強化し、コーポレート・ガバナンスの一層の充実を

図るため、監査役会設置会社から監査等委員会設置会社へ移行したいと存

じます。これに伴い、監査等委員会設置会社への移行に必要な監査等委員

及び監査等委員会に関する規定の新設並びに監査役及び監査役会に関する

規定の削除等の変更を行うものであります。

（２）　業務を行わない取締役が期待される役割を十分に発揮することができる

よう、会社法第427条第１項の責任限定契約に関する規定に基づき、現行定

款第33条第２項の変更を行うものであります。なお本定款変更については、

各監査役の同意を得ております。

（３）　機動的な資本政策及び配当政策を図るため、会社法第459条第１項の規定

に基づき、剰余金の配当等を取締役会決議により行うことが可能となるよ

う変更案のとおり定款規定を新設し、併せて同条の一部と内容が重複する

現行定款第６条（自己の株式の取得）を削除するものであります。

　なお、本議案における定款変更については、本総会の終結の時をもって効力が

発生するものといたします。

２．変更の内容

　変更の内容は、次のとおりであります。
（下線は変更部分）

現 行 定 款 変 更 案

第１章　総則 第１章　総則

第１条～第４条（条文省略） 第１条～第４条（現行どおり）

第２章　株式 第２章　株式

第５条（条文省略） 第５条（現行どおり）

（自己の株式の取得）

第６条　当会社は、会社法第165条第２項の規

定により、取締役会の決議によって同

条第１項に定める市場取引等により自

己の株式を取得することができる。

（削除）

第７条～第12条（条文省略） 第６条～第11条（現行どおり）

第３章　株主総会 第３章　株主総会

第13条～19条（条文省略） 第12条～18条（現行どおり）
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現 行 定 款 変 更 案

第４章　取締役および取締役会 第４章　取締役および取締役会

（員数） （員数）

第20条　当会社の取締役は、15名以内とする｡ 第19条　当会社の取締役は、15名以内とする｡

（新設） ２．当会社の取締役のうち監査等委員で

ある取締役は、３名以上とし、その過

半数は社外取締役とする。

（選任方法） （選任方法）

第21条　取締役は、株主総会の決議によって

選任する。

第20条　取締役は、株主総会の決議によって

選任する。

（新設） ２．前項の規定による取締役の選任は、

監査等委員である取締役とそれ以外の

取締役とを区別して行う。

２．取締役の選任決議は、議決権を行使

することができる株主の議決権の３分

の１以上を有する株主が出席し、その

議決権の過半数をもって行う。

３．取締役の選任決議は、議決権を行使

することができる株主の議決権の３分

の１以上を有する株主が出席し、その

議決権の過半数をもって行う。

３．取締役の選任決議は、累積投票によ

らないものとする。

４．取締役の選任決議は、累積投票によ

らないものとする。

第22条（条文省略） 第21条（現行どおり）

（任期） （任期）

第23条　取締役の任期は、選任後２年以内に

終了する事業年度のうち最終のものに

関する定時株主総会の終結の時までと

する。

第22条　監査等委員である取締役以外の取締

役の任期は、選任後１年以内に終了す

る事業年度のうち最終のものに関する

定時株主総会の終結の時までとする。

２．補欠又は増員のため選任された取締

役の任期は、他の在任取締役の任期の

満了する時までとする。

（削除）

（新設） ２．監査等委員である取締役の任期は、

選任後２年以内に終了する事業年度の

うち最終のものに関する定時株主総会

の終結の時までとする。

（新設） ３．任期の満了前に退任した監査等委員

である取締役の補欠として選任された

監査等委員である取締役の任期は、退

任した監査等委員である取締役の任期

の満了する時までとする。

第24条（条文省略） 第23条（現行どおり）
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現 行 定 款 変 更 案

（代表取締役および役付取締役） （代表取締役および役付取締役）

第25条　取締役会はその決議によって代表取

締役を選定する。

第24条　取締役会はその決議によって監査等

委員である取締役以外の取締役の中か

ら代表取締役を選定する。

２．取締役社長は、代表取締役の中から､

取締役会の決議によって選定する。

２．取締役社長は、代表取締役の中から､

取締役会の決議によって選定する。

３．取締役会は、その決議によって取締

役会長１名ならびに取締役副社長、専

務取締役、および常務取締役各若干名

を選定することができる。

３．取締役会は、その決議によって監査

等委員である取締役以外の取締役の中

から取締役会長１名ならびに取締役副

社長、専務取締役、および常務取締役

各若干名を選定することができる。

第26条～第27条（条文省略） 第25条～第26条（現行どおり）

（取締役会の招集通知） （取締役会の招集通知）

第28条　取締役会の招集通知は、各取締役お

よび各監査役に対し、会日の３日前ま

でに発する。ただし、緊急の必要があ

るときは、この期間を短縮することが

できる。

第27条　取締役会の招集通知は、各取締役に

対し、会日の３日前までに発する。た

だし、緊急の必要があるときは、この

期間を短縮することができる。

２．取締役および監査役の全員の同意が

あるときは、招集の手続きを経ないで

取締役会を開催することができる。

２．取締役の全員の同意があるときは、

招集の手続きを経ないで取締役会を開

催することができる。

（取締役会の決議方法等） （取締役会の決議方法等）

第29条　取締役会の決議は、議決に加わるこ

とができる取締役の過半数が出席し、

その過半数をもって行う。

第28条　取締役会の決議は、議決に加わるこ

とができる取締役の過半数が出席し、

その過半数をもって行う。

２．当会社は取締役会の決議事項につい

て、取締役（当該決議事項について議

決に加わることができるものに限

る。）の全員が書面または電磁的記録

により同意の意思表示をしたときは、

当該決議事項を可決する旨の取締役会

の決議があったものとみなす。ただ

し、監査役が当該決議事項について異

議を述べたときはこの限りではない。

２．当会社は取締役会の決議事項につい

て、取締役（当該決議事項について議

決に加わることができるものに限

る。）の全員が書面または電磁的記録

により同意の意思表示をしたときは、

当該決議事項を可決する旨の取締役会

の決議があったものとみなす。
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現 行 定 款 変 更 案

（取締役会の議事録） （取締役会の議事録）

第30条　取締役会の議事録は、法令で定める

ところにより書面または電磁的記録を

もって作成し、出席した取締役および

監査役は、これに署名もしくは記名押

印し、または電子署名を行う。

第29条　取締役会の議事録は、法令で定める

ところにより書面または電磁的記録を

もって作成し、出席した取締役は、こ

れに署名もしくは記名押印し、または

電子署名を行う。

２．前条第２項の議事録は、法令で定め

るところにより書面または電磁的記録

をもって作成する。

２．前条第２項の議事録は、法令で定め

るところにより書面または電磁的記録

をもって作成する。

（報酬等） （報酬等）

第31条　取締役の報酬、賞与その他の職務執

行の対価として当会社から受ける財産

上の利益（以下「報酬等」という。）

は、株主総会の決議によってこれを定

める。

第30条　取締役の報酬、賞与その他の職務執

行の対価として当会社から受ける財産

上の利益（以下「報酬等」という。）

は、株主総会の決議によってこれを定

める。

（新設） ２．前項に定める取締役の報酬等は、監

査等委員である取締役とそれ以外の取

締役とを区別して定める。

第32条（条文省略） 第31条（現行どおり）

（取締役の責任免除） （取締役の責任免除）

第33条　当会社は、会社法第426条第１項の規

定により、取締役会の決議によって、

同法第423条第１項の取締役（取締役で

あった者を含む。）の責任を法令の限

度において免除することができる。

第32条　当会社は、会社法第426条第１項の規

定により、取締役会の決議によって、

同法第423条第１項の取締役（取締役で

あった者を含む。）の責任を法令の限

度において免除することができる。

２．当会社は、会社法第427条第１項の規

定により、社外取締役との間に、同法

第423条第１項の賠償責任を限定する

契約を締結することができる。ただ

し、当該契約に基づく賠償責任の限度

額は、200万円以上であらかじめ定めた

額または法令が規定する額のいずれか

高い額とする。

２．当会社は、会社法第427条第１項の規

定により、取締役（業務執行取締役等

であるものを除く。）との間に、同法

第423条第１項の賠償責任を限定する

契約を締結することができる。ただ

し、当該契約に基づく賠償責任の限度

額は、法令の定める最低責任限度額と

する。

（重要な業務執行の決定の委任）

（新設） 第33条　当会社は、取締役会の決議によって

重要な業務執行（会社法第399条の13第

５項各号に掲げる事項を除く。）の決

定の全部または一部を取締役に委任す

ることができる。
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現 行 定 款 変 更 案

第５章　監査役および監査役会 第５章　監査等委員会

（監査役および監査役会の設置） （監査等委員会の設置）

第34条　当会社は、監査役および監査役会を

置く。

第34条　当会社は、監査等委員会を置く。

（員数）

第35条　当会社の監査役は、５名以内とする｡ （削除）

（選任方法）

第36条　監査役は、株主総会の決議によって

選任する。

（削除）

２．監査役の選任決議は、議決権を行使

することができる株主の議決権の３分

の１以上を有する株主が出席し、その

議決権の過半数をもって行う。

（削除）

（任期）

第37条　監査役の任期は、選任後４年以内に

終了する事業年度のうち最終のものに

関する定時株主総会終結の時までとす

る。

（削除）

２．補欠として選任された監査役の任期

は、退任した監査役の任期の満了する

時までとする。

（削除）

（常勤監査役）

第38条　監査役会は、監査役の中から常勤の

監査役を選定する。

（削除）

（監査役会の招集） （監査等委員会の招集）

第39条　監査役会は、各監査役がこれを招集

する。

第35条　監査等委員会は、各監査等委員がこ

れを招集する。

２．監査役会の招集通知は、各監査役に

対し、会日の３日前までに発する。た

だし、緊急の必要があるときは、この

期間を短縮することができる。

２．監査等委員会の招集通知は、各監査

等委員に対し、会日の３日前までに発

する。ただし、緊急の必要があるとき

は、この期間を短縮することができ

る。

３．監査役全員の同意があるときは、招

集の手続きを経ないで監査役会を開催

することができる。

３．監査等委員全員の同意があるとき

は、招集の手続きを経ないで監査等委

員会を開催することができる。
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現 行 定 款 変 更 案

（監査役会の議事録） （監査等委員会の議事録）

第40条　監査役会の議事録は、法令で定める

ところにより書面または電磁的記録を

もって作成し、出席した監査役は、こ

れに署名もしくは記名押印し、または

電子署名を行う。

第36条　監査等委員会の議事録は、法令で定

めるところにより書面または電磁的記

録をもって作成し、出席した監査等委

員は、これに署名もしくは記名押印

し、または電子署名を行う。

（監査役会規則） （監査等委員会規則）

第41条　監査役会に関する事項は、法令また

は本定款のほか、監査役会の定める監

査役会規則による。

第37条　監査等委員会に関する事項は、法令

または本定款のほか、監査等委員会の

定める監査等委員会規則による。

（報酬等）

第42条　監査役の報酬等は、株主総会の決議

によって定める。

（削除）

（監査役の責任免除）

第43条　当会社は、会社法第426条第１項の規

定により、取締役会の決議によって、

同法第423条第１項の監査役（監査役で

あった者を含む。）の責任を法令の限

度において免除することができる。

（削除）

２．当会社は、会社法第427条第１項の規

定により、社外監査役との間に、同法

第423条第１項の賠償責任を限定する

契約を締結することができる。ただ

し、当該契約に基づく賠償責任の限度

額は、200万円以上であらかじめ定めた

額または法令が規定する額のいずれか

高い額とする。

（削除）

第６章　会計監査人 第６章　会計監査人

第44条～第46条（条文省略） 第38条～第40条（現行どおり）

（報酬等） （報酬等）

第47条　会計監査人の報酬等は、代表取締役

が監査役会の同意を得て定める。

第41条　会計監査人の報酬等は、代表取締役

が監査等委員会の同意を得て定める。

第48条（条文省略） 第42条（現行どおり）

第７章　計算 第７章　計算

第49条（条文省略） 第43条（現行どおり）
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現 行 定 款 変 更 案

（剰余金の配当）

第50条　当会社の剰余金の配当は、毎年３月

31日の最終の株主名簿に記載または記

録された株主または登録株式質権者に

対し行う。

（削除）

（中間配当）

第51条　当会社は取締役会の決議によって、

毎年９月30日の最終の株主名簿に記載

または記録された株主または登録株式

質権者に対し、中間配当を行うことが

できる。

（削除）

（剰余金の配当等の決定機関）

（新設） 第44条　当会社は、剰余金の配当等会社法第

459条第１項各号に定める事項につい

ては、法令に別段の定めある場合を除

き、株主総会の決議によらず、取締役

会の決議によって定める。

（剰余金の配当の基準日）

（新設） 第45条　剰余金の配当としての期末配当は毎

年３月31日、中間配当は毎年９月30日

を基準日とし、同日の株主名簿に記載

または記録された株主または登録株式

質権者に対しこれを行うことができ

る。

第52条（条文省略） 第46条（現行どおり）
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第３号議案　取締役（監査等委員である取締役を除く）７名選任の件

　当社は、第２号議案の「定款一部変更の件」の承認可決を条件として、監査等

委員会設置会社に移行いたします。これに伴い、取締役全員（６名）は本総会終

結の時をもって任期満了となりますので、経営体制の強化のため１名を増員し、

取締役（監査等委員である取締役を除く。以下、本議案において同じ。）７名の

選任をお願いいたしたいと存じます。

　本議案は第２号議案「定款一部変更の件」における定款変更の効力発生を条件

として、効力を生じるものとします。

　取締役候補者は、次のとおりであります。

候 補 者
番 号

氏 名
（生 年 月 日）

略歴、当社における地位及び担当
（重 要 な 兼 職 の 状 況）

所有する
当社の株
式 数

１

つり

釣
や

谷
ひろ

宏
ゆき

行
(昭和33年11月12日生)

平成９年４月　シーケー金属株式会社代表取

締役社長（現任）

平成12年６月　当社代表取締役社長（現任）

平成23年10月　サンエツ金属株式会社代表取

締役社長（現任）

平成23年12月　株式会社リケンＣＫＪＶ代表

取締役社長（現任）

平成27年６月　日本伸銅株式会社代表取締役

会長（現任）

29,100株

２

つり

釣
や

谷
のぶ

伸
ゆき

行
(昭和36年３月25日生)

平成13年６月　当社取締役営業本部副本部長

平成14年４月　常務取締役営業本部長

平成17年１月　三越金属（上海）有限公司董

事長（現任）

平成19年７月　当社専務取締役営業本部長

平成23年10月　専務取締役営業統轄部長

（現任）

平成23年10月　サンエツ金属株式会社専務取

締役営業本部長（現任）

37,600株

３

おお

大
はし

橋
かず

一
よし

善
(昭和45年９月３日生)

平成19年９月　シーケー金属株式会社取締役

技術部長

平成22年10月　同社　常務取締役（現任）

平成23年６月　当社取締役

平成23年10月　常務取締役技術・品質管理部

長（現任）

平成24年４月　株式会社リケンＣＫＪＶ常務

取締役技術部門長（現任）

3,800株
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候 補 者
番 号

氏 名
（生 年 月 日）

略歴、当社における地位及び担当
（重 要 な 兼 職 の 状 況）

所有する
当社の株
式 数

４

もり

森
やま

山
えつ

悦
ろう

郎
(昭和36年１月13日生)

昭和60年４月　住友金属鉱山株式会社入社

昭和60年５月　住友金属鉱山伸銅株式会社出

向

平成12年７月　当社入社

平成18年６月　取締役高岡工場長

平成23年10月　サンエツ金属株式会社取締役

平成24年６月　同社　常務取締役

平成25年６月　当社常務取締役生産・設備管

理部長（現任）

平成25年６月　サンエツ金属株式会社常務取

締役富山事業所長（現任）

10,300株

※５

こう

上
さか

坂
よし

美
はる

治
(昭和30年６月26日生)

昭和55年４月　シーケー金属株式会社入社

平成11年９月　同社　取締役

平成12年６月　当社取締役

平成15年２月　常務取締役

平成23年10月　サンエツ金属株式会社常務取

締役技術本部長（現任）

19,900株

※６

いけ

池
だ

田
きよ

清
あき

朗
(昭和34年６月25日生)

昭和53年４月　シーケー金属株式会社入社

平成14年７月　当社砺波工場副工場長

平成16年４月　砺波工場長

平成17年６月　取締役砺波工場長

平成19年10月　取締役新日東事業所長

平成22年９月　シーケー金属株式会社取締役

継手工場長

平成24年４月　株式会社リケンＣＫＪＶ取締

役継手工場長

平成26年６月　シーケー金属株式会社常務取

締役（現任）

平成26年６月　株式会社リケンＣＫＪＶ常務

取締役継手工場長（現任）

12,800株
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候 補 者
番 号

氏 名
（生 年 月 日）

略歴、当社における地位及び担当
（重 要 な 兼 職 の 状 況）

所有する
当社の株
式 数

７

まつ

松
い

井
だい

大
すけ

輔
(昭和49年11月８日生)

平成９年４月　株式会社北陸銀行入行

平成17年10月　当社入社

平成22年４月　管理本部副本部長

平成23年６月　取締役管理本部長

平成23年10月　取締役財務・企画部長

平成23年10月　サンエツ金属株式会社取締役

管理本部長

平成25年６月　当社取締役管理統括部長

平成26年４月　日本伸銅株式会社顧問

平成26年６月　日本伸銅株式会社常勤監査役

平成27年６月　当社取締役管理統括部長

　　　　　　　（現任）

平成27年６月　日本伸銅株式会社取締役

　　　　　　　（現任）

3,300株

（注）１．※は新任の取締役候補者であります。

　　　２．各候補者と当社との間には特別の利害関係はありません。
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第４号議案　監査等委員である取締役４名選任の件

　当社は、第２号議案の「定款一部変更の件」の承認可決を条件として、監査等

委員会設置会社に移行いたします。つきましては、監査等委員である取締役４名

の選任をお願いいたしたいと存じます。

　本議案は第２号議案「定款一部変更の件」における定款変更の効力発生を条件

として、効力を生じるものとします。

　なお、本議案につきましては、監査役会の同意を得ております。

　監査等委員である取締役候補者は、次のとおりであります。

候 補 者
番 号

氏 名
（生 年 月 日）

略歴、当社における地位及び担当
（重 要 な 兼 職 の 状 況）

所有する
当社の株
式 数

１

い

井　
なみ

波　
えい

栄
さぶ

三
ろう

郎
(昭和33年12月１日生)

平成９年４月　シーケー金属株式会社取締役

平成21年６月　当社取締役監査室長

平成23年10月　取締役監査・規格管理部長

平成25年６月　常勤監査役（現任）

53,200株

２

ます

桝
だ

田
かず

和
ひこ

彦
(昭和17年４月24日生)

平成８年６月　住友軽金属工業株式会社取締

役

平成16年６月　同社　代表取締役社長

平成21年６月　同社　代表取締役社長

平成21年６月　当社社外取締役（現任）

平成25年10月　株式会社ＵＡＣＪ相談役

（現任）

〔重要な兼職の状況〕

株式会社ＵＡＣＪ相談役

積水樹脂株式会社社外取締役

ＴＯＴＯ株式会社社外取締役

－株

３

わたり

渡 　
のぶ

信
ゆき

行
(昭和23年６月６日生)

平成９年４月　シーケー金属株式会社取締役

平成11年９月　同社　常務取締役

平成18年６月　当社社外監査役

平成20年10月　常勤監査役（社外監査役）

平成25年６月　社外監査役（現任）

129,000株

４

い

伊
せ

勢
まさ

正
ゆき

幸
(昭和31年１月29日生)

平成９年４月　シーケー金属株式会社社外取

締役

平成23年６月　当社社外監査役（現任）

98,000株

（注）１．各取締役候補者と当社との間には特別の利害関係はありません。

　　　２．桝田和彦氏、渡信行氏及び伊勢正幸氏は、社外取締役候補者であります。

　　　　（１）桝田和彦氏を社外取締役候補者とした理由は、長年にわたる企業経営の実績と伸

銅業全般に関する豊富な知見を有していることから、社外取締役としての監督機

－ 53 －

監査等委員である取締役４名選任の件



能及び役割を果たしていただけると判断しております。同氏の当社社外取締役在

任期間は本総会終結の時をもって７年となります。

　　　　（２）渡信行氏を社外取締役候補者とした理由は、長年の経営経験から、社外取締役と

しての監督機能及び役割を果たしていただけると判断しております。

　　　　（３）伊勢正幸氏を社外取締役候補者とした理由は、長年の経営経験から、社外取締役

としての監督機能及び役割を果たしていただけると判断しております。

　　　３．当社は桝田和彦氏、渡信行氏及び伊勢正幸氏を名古屋証券取引所の定めに基づく独立

役員として指定し、同取引所に届け出ております。
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第５号議案　取締役（監査等委員である取締役を除く）及び監査等委員である取

締役の報酬等の額決定の件

　当社の取締役の報酬等の額は、平成12年６月29日開催の定時株主総会において、

年額200百万円以内とご承認いただき今日に至っておりますが、当社は、第２号議

案の「定款一部変更の件」の承認可決を条件として、監査等委員会設置会社へ移

行いたします。つきましては、会社法第361条第１項及び第２項の定めに従い、現

在の取締役の報酬枠を廃止し、経済情勢等諸般の事情を勘案して、取締役（監査

等委員である取締役を除く）の報酬等の額を「年額400百万円以内」、監査等委員

である取締役の報酬等の額を「年額30百万円以内」と定めることとさせていただ

きたいと存じます。

　なお、取締役（監査等委員である取締役を除く）の報酬等の額には、使用人兼

務取締役の使用人分給与は含まないものといたしたいと存じます。

　現在の取締役は６名（うち社外取締役１名）でありますが、第２号議案乃至第

４号議案が原案どおり承認可決されますと、取締役（監査等委員である取締役を

除く）は７名、監査等委員である取締役は４名となります。

　本議案は第２号議案「定款一部変更の件」における定款変更の効力発生を条件

として、効力を生じるものとします。
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第６号議案　取締役及び執行役員に対する業績連動型株式報酬等の額及び内容の

決定の件

１．提案の理由及び当該報酬を相当とする理由

　当社の取締役（社外取締役及び監査等委員である取締役を除く。以下、本議案

において同じ）及び執行役員（以下、総称して「取締役等」という）の報酬は、

これまで「基本報酬」のみでございましたが、取締役等の役員報酬制度の見直し

に伴い、本議案において、上記の報酬とは別枠で、新たな株式報酬制度(以下、本

議案において「本制度」という)の導入をお願いするものであります。本制度の導

入により、取締役等の報酬は、「基本報酬」及び「株式報酬」により構成される

ことになります。本制度は、取締役等の報酬と当社の株式価値との連動性をより

明確にし、取締役等が株価上昇によるメリットのみならず株価下落によるリスク

までも株主の皆様と共有することで、当社の中長期的な業績の向上と企業価値の

増大への貢献意欲を高めることができるものと考えております。

　具体的には、第５号議案「取締役（監査等委員である取締役を除く）及び監査

等委員である取締役の報酬等の額決定の件」が原案どおり可決されることを前提

に、取締役の報酬限度額年額（400百万円以内）とは別枠で、新たな株式報酬を、

平成29年３月末日で終了する事業年度から、当社の取締役に対して支給するため、

ご承認をお願いするものであります。

　また、その詳細につきましては、下記２.の範囲内で取締役会にご一任いただき

たいと存じます。

　なお、当社の現在の社外取締役を含めた取締役は６名（うち１名は社外取締役）

でありますが、第２号議案「定款一部変更の件」及び第３号議案「取締役（監査

等委員である取締役を除く）７名選任の件」が原案どおり可決されますと、本制

度の対象となる取締役の人数は７名となります。

２．本制度における報酬等の額・内容等

（１）本制度の概要

　　本制度は、当社が下記（２）を上限とする金員を拠出して設定した信託（以

下、「本信託」という）が当社株式を取得し、役位及び連結経常利益の達成率

に応じて当社が取締役等に付与するポイント数に相当する株式を、本信託を通

じて取締役等に交付する株式報酬制度です。なお、取締役等が当社株式の交付

を受ける時期は、原則として取締役等の退任時です。その他、本制度の骨子に

つきましては、下記【ご参考】をご参照ください。
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（２）当社が信託に拠出する金員の上限

　　当社は、平成29年３月末日で終了する事業年度から平成33年３月末日で終了

する事業年度までの５事業年度を対象として本制度を導入し、取締役への報酬

として株式の交付を行うための株式取得資金として、468百万円（執行役員分と

合算して492百万円）を上限として本信託に拠出いたします。

　※信託に拠出する金銭は、本信託による株式取得資金のほか、信託報酬及び信

託費用の必要費用の見込額の合算金額となります。

　　なお、信託期間の満了時において、当社の取締役会の決定により、本制度を

継続することがあります。その場合、さらに５年間本信託の信託期間を延長し

（当社が設定する本信託と同一の目的の信託に本信託の信託財産を移転するこ

とにより実質的に信託期間を延長することを含む。以下も同じ）、延長が行わ

れた信託期間ごとに、本制度により取締役に交付するのに必要な株式の追加取

得資金として、468百万円（執行役員分と合算して492百万円）の範囲内で追加

拠出を行います。その場合、延長する前の信託期間の末日に信託財産内に残存

する当社株式（取締役等に付与されたポイントに相当する当社株式で交付が未

了であるものを除く。）及び金銭（以下「残存株式等」という）があるときは、

当該残存株式等の金額を468百万円（執行役員分と合算して492百万円）の上限

額に含めるものとします。

（３）取締役に交付される当社株式数の算定方法と上限

　　各取締役には、各事業年度に関して、当社取締役会が定める株式交付規程に

基づき、株式交付規程において別途定める日に、役位及び連結経常利益達成率

に応じて算出される数のポイントを各取締役に付与します。１ポイントは当社

株式１株とし、各取締役には、取締役の退任時に、ポイントの累積値を算定し、

かかるポイントに応じた当社株式等の交付が行われます。

　　取締役が付与を受けることができるポイントの１事業年度当たりの総数の上

限は、58,500ポイント（執行役員分と合算して61,500ポイント）とします。な

お、当社株式について、信託期間中に株式分割・株式併合等の調整を行うこと

が公正であると認められる事象が生じた場合には、分割比率・併合比率等に応

じたポイント数の調整が行われます。
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（４）取締役に対する株式交付

　　受益者要件を満たす当社の取締役が退任した場合、所定の受益者確定手続を

行うことにより、本信託から上記（３）方法により算定された数に相当する当

社株式等の交付を行います。但し、このうち一定の割合の当社株式については、

本信託内で売却換金したうえで、当社株式に代わり金銭で交付します。また、

本信託内の当社株式について公開買付けに応募して決済された場合等、本信託

内の当社株式が換金された場合には、当社株式に代わり金銭で交付することが

あります。

（５）その他の内容

　　本制度の細目事項については、取締役会の決議により定めるものとします。

【ご参考】

　　本制度の詳細につきましては、平成28年５月11日付適時開示の「当社取締役

及び執行役員に対する新たな業績連動型株式報酬制度の導入に関するお知ら

せ」をご参照願います。

以　上
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メ　　モ

メモ



株主総会会場ご案内図

　会場：富山県高岡市守護町二丁目12番１号

株式会社ＣＫサンエツ　本社事務所棟　３階　大会議室

（事務所棟は、シーケー金属株式会社と兼用しています。）
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交通：能越自動車道高岡北インターより車で10分。

高岡駅より車で15分。

なお、事務所棟は、当社の事業子会社であるシーケ

ー金属株式会社と兼用しております。

また、駐車場は完備しております。

地図


